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肥料をめぐる状況

2

化学肥料原料の輸入相手国・輸入量

主な化学肥料の原料である尿素、
りん安、塩化加里は、ほぼ全量を
輸入。世界的に資源が偏在してい
るため、輸入相手国も偏在。

令和３年秋以降、中国による肥料
原料の輸出検査の厳格化のほか、
ロシアによるウクライナ侵略の影
響により、我が国の肥料原料の輸
入が停滞したことを受け、代替国
から調達する動き。

R２
肥料年度

R４
肥料年度

尿素
（N）

りん安
（りん酸アンモニウム）

（N・P）

塩化加里
（塩化カリウム）

（K）

国産

12(5%)

マレーシア

183(73%)

中国

28(11%)

サウジ

アラビア

7(3%)

ブルネイ

3(1%)

その他

16(6%)

全輸入量
238千トン

中国

288(62%)

モロッコ

76(16%)

アメリカ

46(10%)

その他

56(12%)

全輸入量
466千トン

カナダ

164(70%)

イスラエル

16(7％)

ドイツ

7(3%)

その他

46(20%)

全輸入量
233千トン

カナダ

123(44%)

ロシア

63(23%)

ベラルーシ

39(14%)

ウズベキスタン

19(7%)

ヨルダン

16(6%)
その他

18(6%)

全輸入量
277千トン

中国

447(90%)

アメリカ

51(10%)

その他

0(0%)

全輸入量
498千トン

国産

14(5%)

マレーシア

157(57%)

中国

76(27%)

その他

30(11%)

全輸入量
262千トン

資料：経済安全保障推進法第48条第１項の規定に基づく調査結果をもとに作成（工業用仕向けのものを除く。）。
注：１）「その他」には、輸入割合が１％未満の国の他、財務省関税課への非公表化処理申請に基づき貿易統計上非公表とされている国を含む。

２）全輸入量には、国産は含まれない。
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尿素

りん安

塩化加里

（千円/t）
最高値

最高値

（R4.4月）

（R4.7月）
（R4.10月）

直近データは
R5年12月の値

（R6.1.30公表）

最高値

肥料原料の輸入価格の動向

※ 財務省貿易統計における各月の輸入量と輸入額をもとに、農林水産省において作成
月当たりの輸入量が5,000t台以下の月は前月の価格を表記。
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肥料対策の全体像 令和３年の肥料原料の輸入の停滞や輸入価格の上昇を受け、国内資源の活用、
原料の安定調達、価格急騰対策の観点から肥料対策を構築。

具体的な対応肥料対策

価格転嫁が進むまでの間の
肥料コスト上昇分の一部を補填する対策

資源外交をはじめとする
調達国の多角化対応

堆肥や下水など肥料成分を含有する
国内資源の利用拡大・広域流通

輸入肥料原料の備蓄
（経済安全保障推進法に基づく備蓄制度）

安
定
調
達

価
格
急
騰
対
策

国
内
資
源
活
用
等

〇 肥料価格高騰対策事業（R4予備費：788億円）
・化学肥料の使用量低減に向けた取組を行う農業者に対し、肥料コスト上昇分の
７割を支援

【追加対策】
・本事業の一環として、農業者における化学肥料の使用量の２割低減に向けた
「地域の取組」を支援

→ 肥料価格高騰による農業経営への影響緩和

平
時
の
対
応

価
格
急
騰
時
の
対
応

〇 原料供給国への訪問等を通じた安定供給への働きかけ

モロッコへの武部副大
臣（当時）の訪問
（令和４年５月）

〇 肥料原料備蓄対策事業（R4補正・R5当初・R6当初：161億円(基金)）
・りん安と塩化加里について年間需要量の３か月分を備蓄

下水汚泥からの
りん回収により
製造した肥料

堆肥と化学肥料
を混合した肥料

調達困難時の備蓄放出
（原料価格上昇の影響緩和）

カナダの天然資源大臣
と野村大臣（当時）の
会談
（令和５年１月）

○ 国内肥料資源利用拡大対策等（R4補正:100億円、R5補正・R6当初:64億円の内数）

・耕畜連携の取組や国内資源利用技術の普及に向けた支援
・堆肥センタ－、ペレット工場、広域流通・保管施設等の整備
・国内外の肥料原料価格等の動向を把握する調査

〇 みどりの食料システム戦略推進総合対策（R5補正:27億円の内数、R6当初:6億円の内数）

・土壌診断や局所施肥などによる適切な施肥体系の普及 等

肥料の適正施肥

（現状の在庫量：りん安１か月分、塩化加里２か月分）

国内外の肥料原料価格等の動向把握

原料価格が急騰し、小売価格の急騰が見込まれる場
合、影響緩和対策を実施
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2021年

輸入
（化学）
肥料原料

2030年

25％

40％

輸入
（化学）
肥料原料

国内肥料資源

国内肥料資源

国内肥料資源のうち、

堆肥・下水汚泥資源の

使用量を倍増

施肥
効率化

28.5万ｔ 25.1万ｔ

食料安全保障強化政策大綱（改訂版）（抄）
（令和５年12月27日食料安定供給・農林水産業基盤強化本部決定）

2030 年までに、堆肥・下水汚泥資源の使用量を倍増し、
肥料の使用量（リンベース）に占める国内資源の利用割合を
40％まで拡大。

2050年までに、輸入原料や化石燃料を原料とした化学
肥料の使用量を30％低減。（成分ベース（NPK））

みどりの食料システム戦略（抄）
（令和3年5月12日、令和４年６月21日みどりの食料システム戦略本部決定）

90万ｔ 72万ｔ 63万ｔ

20％
低減 30％

低減

2016年
2030年

（中間目標）
2050年

化学肥料
化学肥料

化学肥料

政府の取組目標・今後の政策の展開方向
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Ⅲ 食料安全保障の強化のための重点対策

１ 食料安全保障構造転換対策（過度な輸入依存からの脱却に向けた構造転換的な課題への対応）
（２）生産資材の国内代替転換等

（略）
以上を踏まえ、肥料については、堆肥や下水汚泥資源等の肥料利用拡大への支援（畜産農家・下水道管理者、肥料メーカー、耕

種農家などの連携や施設整備等への支援など）、土壌診断・堆肥の活用等による化学肥料の使用低減、肥料原料の備蓄に取り組む。

（目標）
・2030年までに化学肥料の使用量の低減 ▲20％
・2030年までに、堆肥・下水汚泥資源の使用量を倍増し、肥料の使用量（リンベース）に占める国内資源の利用割合を40％まで拡大
 （2021年：25％）
（略）

４ 生産資材等の価格高騰等による影響緩和対策
（略）
また、肥料の価格高騰時の対応として、平時より通関における肥料原料価格等を調査し、同価格が急騰し、肥料小売価格の急騰が見

込まれる場合は、これまでに実施した肥料価格高騰対策の仕組みや効果等を踏まえて影響緩和対策を実施する。

【参考】食料安全保障強化政策大綱（改訂版）（抄）
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処理コストが必要となる
廃棄物を売れる資源に

・肥料原料として使いやすい形で供給
→ 水分調整（乾燥）、完熟化、ペレット化
・臭気対策 ・原料の保管

肥料製造事業者

時代に即した
新たなビジネスチャンス

肥料利用者

安定した価格で肥料調達、
収量・品質向上

・施肥体系の転換（実証、施肥基準の見直し）
・散布体制づくり
・肥料の保管

・農家が使いやすい肥料の製造（ペレット化、配合）
・広域流通 ・臭気対策
・原料の保管

３者にメリットある取組を推進

原料供給事業者

７

国内資源の肥料利用や取組の定
着に当たっては、原料供給事業
者、肥料製造事業者、肥料利用
者が連携した取組が不可欠。

これら３者それぞれにメリット
のある形での連携した取組を推
進し、各地域の状況に応じた多
様な取組を創出。

「農家が使いやすい、使いたくなる国内資源由来肥料」の例

高品質な堆肥 ペレット肥料 有機入り複合肥料

• 水分含量が低く、臭いも
少ない

• 作物生育への悪影響が少
なく、散布しやすい

• ペレット化され、広域流通
可能

• 農家が持っている散布機
（ブロードキャスター）
で撒ける

• 成分が調整されており、
化成肥料の代わりに使え
る

• BB肥料などで各品目の
ニーズに合った肥料が製
造できる

国内資源の肥料利用の拡大に向けた対応方向２



８

令和５年度補正予算 国内肥料資源利用拡大対策事業３



農家や肥料製造事業者が使いや
すい肥料や肥料原料の安定供給に
向けた体制づくりを支援します。

肥料利用者が使いやすい国内資
源由来肥料の製造・供給体制づく
りを支援します。

国内資源由来肥料への転換に必
要な新たな肥料の効果検証の取組
や散布機の導入等を支援します。

肥料製造事業者原料供給事業者 肥料利用者

【事業実施の前提】原料供給事業者、肥料製造事業者、肥料利用者との間で「連携計画」を作成

ＪＡ、農業法人、集落営農、農業者の組織する団体 等

堆肥の高品質化

分析機関への外注、検査
機器の導入等への支援が可
能です。

ペレット化設備の導入や、
新たな流通方法の検討に必要
な運搬費等への支援が可能で
す。

ペレット化による肥料メーカーへの
供給、広域流通

肥料・肥料原料の成分分析

堆肥の水分調整、発酵、調
整等に必要な施設の整備・改
修や機械導入等への支援が可
能です。

肥料試作に必要な肥料原料
の購入、成分の分析、施肥効
果の検証等への支援が可能で
す。

製造施設の整備やライン増設、
臭気・衛生対策に必要な設備の
導入等への支援が可能です。

新たな肥料の試作

製造・配合などの施設整備

流通体制の整備

原料や肥料の保管に必要な施
設の整備、原料等の運搬に係る
実証等への支援が可能です。

栽培実証に必要な新たな肥
料の購入に係る経費、土壌分
析、研修会の開催等への支援
が可能です。

マニュアスプレッダやブ
ロードキャスタ等の散布機
導入の支援が可能です。

生産現場での新たな肥料の導入や効果
の検証

散布機の導入

支援内容

国内資源由来肥料（※）の利用拡大に当たって、関係事業者が抱える課題の解決に必要な取組を支援します。

※：国内資源由来肥料：「肥料の品質の確保等に関する法律」に基づき登録若しくは届出がなされたもの又は登録若しくは届出されることが見込まれるものとします。

９
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「連携計画」とは？

国内資源の肥料利用の拡大に
向けて、事業実施主体が連携
するプレーヤーと取組内容を
整理する計画です。

肥料原料供給者、肥料製造事
業者、肥料利用者のそれぞれ
を位置付けていただく必要が
ありますが、必ずしも三者が
別々の者である必要はありま
せん。

（例）原料供給事業者と肥料製造
事業者が同一の事業者とな
るケース、肥料製造事業者
と肥料利用が同一の事業者
となるケース等）

事
業
者
名

事
業
者
名

事
業
者
名

取
組
内
容

取
組
内
容

取
組
内
容

活
用
事
業

活
用
事
業

活
用
事
業

－ 国内資料資源利用拡大対策事業 －

□□畜産 △△肥料 ☆☆農業協同組合の耕種農家

ペレット加工に適した品質（水分調整
等）で肥料原料となる豚ぷん堆肥を安定
供給する。

　堆肥受け入れ施設を増強するととも
に、農家が使いやすい堆肥入り６－６－
６混合肥料の供給に向け、ペレット化に
必要な施設を整備する。

　化学肥料に代わる新たな堆肥入り６－
６－６混合肥料の効果検証を行うととも
に、散布に必要な機械を導入する。

国内肥料資源の利用拡大に向けた連携計画

課題
　〇〇地域では、畜産業から排出される家畜ふん尿を個々の畜産農家が堆肥製造等により処理してきたが、近隣に堆
肥を利用する耕種農家が少なく、家畜ふん尿の滞留が畜産経営の維持・拡大の障壁となっている。

目指す姿
　国内資源である家畜ふん堆肥を主原料とする肥料をペレット化し、県内のみならず、県外へも流通させることによ
り、供給量を増加させるとともに、耕種農家と連携し、化学肥料の代替肥料として定着させる。

原料供給事業者 肥料製造事業者 肥料利用者

記載例

要領別紙１別記様式第12号



国内肥料資源利用拡大対策事業（令和４年度補正）における取組

家畜糞

主な国内肥料資源

食品廃棄物

その他

下水汚泥 木材

（令和５年８月時点。事業実施計画書等を基に九州農政局において作成。）

堆肥専用ダンプ、マニアスプレッターを導入し、
地域内堆肥の流通網・散布体制を整備

全国農業協同組合連合会福岡県本部

＜肥料利用者＞

（福岡県福岡市）
下水汚泥回収リンと牛ふん堆肥を混合した複合肥料の
栽培実証と利用拡大のための肥料散布機の導入

宗像地域農業協同組
合

合同会社アソウファーム
＜肥料利用者＞＜肥料利用者＞

（福岡県宗像市） （福岡県福津市）

（株）伝農舎

河川・道路維持で発生する刈草から
堆肥を製造し、利用拡大図るため堆
肥専用ダンプ、マニアスプレッター
を導入

＜肥料製造事業者・肥料利用者＞

（福岡県福智町）

HOKO（株）

木質バイオマス発電用の樹木のうち未
利用樹皮等を堆肥と混合し、肥料化

＜肥料製造事業者＞

（大分県大分市）

ぶんご有機肥料（株）

下水汚泥等を原料とする汚泥発酵肥
料と畜産堆肥を用い、肥料成分が安
定した新たな肥料を製造

＜肥料製造事業者＞

（大分県竹田市）

（株）マルクニファーム

有機性汚泥・植物性残渣を原料とする汚
泥発酵肥料の栽培実証

＜肥料利用者＞

（熊本県高森町）

牛ふん堆肥や製茶工場から排出される
茶殻等を混合し、肥料化

鹿児島堀口製茶（有）

＜肥料製造事業者・肥料利用者＞

（鹿児島県志布志市）

畜産堆肥をペレット化し、肥料メーカーへ供給

鹿児島県経済農業協同組合連合会
＜肥料原料供給事業者＞

（鹿児島県鹿児島市）

汚泥発酵肥料と堆肥の栽培実証と利
用拡大のための肥料散布機の導入

（株）岡村農産
＜肥料利用者＞

（熊本県氷川町）

CLUBシ
ン

エコライ
ン

廻里アグ
リ

杵島有機クラブ 白石菜の花ファー
ム

武雄有機の会 北方有機の会

鶏ふん堆肥と有機質肥料等を混合した複合肥料
の栽培実証と利用拡大のための肥料散布機の導
入

＜肥料利用者＞

（佐賀県小城市） （佐賀県白石町）

（佐賀県白石町）（佐賀県江北町）

（佐賀県白石町）

（佐賀県武雄市） （佐賀県武雄市）

(有)ゆうびえん

動物性・植物性資源を原料とした
肥料の需要増に対応するため、自
動包装機・チューブリフターを導
入

＜肥料製造事業者＞

（長崎県佐世保市）

日本バイオテックス（株）

木質焼却灰と有機物を混合発酵させ、肥料
成分を高めた新たな肥料を製造

＜肥料製造事業者＞

（福岡県大野城市）

11



12

国内肥料資源の利用拡大に向けた取組

４



（一社）全国農業協同組合中央会、全国農業協同組合連合会、

（一社）日本有機資源協会、（公社）中央畜産会、

（一財）畜産環境整備機構、（公社）日本下水道協会、

（一社）全国肥料商連合会、 （公社）日本農業法人協会

関係者の機運の醸成
（国内肥料資源の利用拡大に向けた全国推進協議会）

国内肥料原料供給者、肥料製造事業者、肥料
利用者、関係団体、研究機関、地方公共団体、
関係府省庁であって、協議会の設立趣旨に賛同
する者。（令和6年2月13日時点：381会員）

会員の中から選出する幹事を構成員と
する幹事会を設置。

協議会の具体の活動内容等を検討。

国内肥料資源の利用拡大に向け、原料供給事業者、肥料製造事業者、耕種農家等の
関係者が一堂に会し、取組方針等を共有し機運を醸成するほか、関係者が連携した取
組を推進するため、全国推進協議会を設立。（令和５年２月）

会員

幹事会

【事務局長】農林水産省 生産振興審議官

事業者間のマッチング機会（国内資源利用体制の構
築）の場を提供し、新たな連携づくりをサポート。

農水省HPにおいて、関連施策情報のほか、会員からの
情報を随時受け付け、多様な関係者による取組に関する
情報や知見をタイムリーに発信。

各地の先行事例等を基に、国内資源由来肥料の導入メ
リットを広く情報発信するとともに、取組のポイントや
生産現場での導入に当たって留意すべき事項等をとりま
とめ横展開を図り、生産現場における国内資源の肥料利
用の拡大に向けた取組を推進。

広域的な連携の取組サポート

生産現場での利用拡大に向けた取組を推進

先進事例の横展開・関連情報の提供

13



国内資源供給者

肥料メーカー
肥料販売事業者

関係者間の自主的な
マッチング活動
をサポート

肥料利用者
情報登録

情報発信

広域的な連携の取組のサポート①
（マッチングの取組）

関係事業者間の連携づくりの契機となるよう、関係事業者のニーズ等に関する情報を
一元的に収集し、互いに閲覧できるマッチングサイトを開設。（令和４年12月）

併せて、関係事業者間の実際の交流機会の場として、マッチングフォーラムを開催。

14



【基調講演・先行事例の話題提供】 【交流会の実施】

農研機構九州沖縄農業研究センター荒川チーム長による基調

講演のほか、以下、４団体から先進事例の紹介を行った。

（JA菊池（畜産関係）、佐賀市上下水道局市（汚泥関係）、南国興産株式会社（バイオ

マス関係）、JA鹿児島県経済連（肥料メーカー））

肥料サンプルや商品紹介パネル等を展示できる個別ブースを

49団体が設置し、希望する原料供給者・肥料製造業者・肥料利

用者等関係者の交流の場を提供。

令和５年９月20日（水）に熊本県上益城郡 グランメッセ熊本 展示ホールDにおいて、「国内肥料
資源の利用拡大に向けたマッチングフォーラムin九州」を開催。

当日の来場者や展示ブース出展者や相談窓口等600名以上の関係者が一堂に会し、基調講演・先行
事例の話題提供や交流会を実施。

15

広域的な連携の取組のサポート②
（国内肥料資源の利用拡大に向けたマッチングフォーラムin九州）



HP、webサイト

パンフレット

名刺

国
内
資
源
由
来
肥
料

肥料に貼付する場合：対象とする肥料①～⑫

国内肥料資源の利用拡大に関する取組をさらに促進するため、

全国推進協議会の会員企業が利用できるロゴマークを新たに作成。

ロゴマークは会員企業が掲載する関連ウェブサイトや広報活動資料、

生産・販売する国内資源由来肥料に貼付して利用することが可能。

【ロゴマークの利用に当たって】

①国内肥料資源の利用拡大に向けた全国推
進協議会の会員（無料）であること

②国内肥料資源推進ロゴマークの利用申請

を行い、許諾を得ること

③肥料包装へロゴを貼付したり、肥料のチ
ラシにロゴを掲載する場合にあっては、対

象となる肥料で、必ず国内資源が含まれる

肥料であること

広報活動への利用
（パンフレットやHP等への掲載）

肥料包装（肥料袋）への貼付

① 特殊肥料

② 汚泥肥料

③ 食品残さ加工肥料

④ 有機質肥料

⑤ 回収リン

＋ 化学肥料

⑥ 混合堆肥複合肥料

⑦ 混合汚泥複合肥料

⑧ 指定配合肥料

⑨ 指定化成肥料

➉ 特殊肥料等入り指定混合肥料

⑪ 土壌改良資材入り指定混合肥料

全国推進協議会への
入会案内HP

ロゴマーク利用の
申請案内HP

イ【全国推進協議会会員名】は、国内肥料資源の
利用拡大を応援します/しています

ロ【全国推進協議会会員名】は、国内肥料資源の
利用拡大に賛同しています

のいずれかの表現を一体として記載する。

⑫ 菌体りん酸肥料 16

生産現場での利用拡大に向けた取組を推進
（国内肥料資源推進ロゴマーク）



国内肥料資源の利用拡大に関する会員の皆様からの情報を
随時受け付け、多様な関係者による情報や知見をタイムリー
に発信しています。

17

（例）一般社団法人日本有機資源協会が11月28日に開
催する「バイオ液肥活用シンポジウム」を、事前に情報
提供いただき、全国推進協議会HPに掲載したもの

リンク先
※日本有機資源協会
の当該イベントの開
催案内サイト

※イベントの開催

先進事例の横展開・関連情報の提供①
（全国推進協議会HPにおける情報発信）



18

全国各地の多様な主体による国内資源由来肥料の活用事例を、３つの国内肥料資源（１．家畜ふ
ん、２．下水汚泥資源、３．その他（食品残渣等）別に収集し、現在、90事例を公表しています。
（今後１００事例程度とりまとめ、マップ化等行っていきます。）

国内資源由来肥料の活用事例集

国内肥料資源別
に掲載

リンク先

各事例の取組
を１枚に取り
まとめて紹介

先進事例の横展開・関連情報の提供②
（国内資源由来肥料の活用事例の紹介）

リンク先



■主たる取組主体と肥料利用までの流れ

￥

鶏ふん、豚ぷ
ん

■作物

■国内資源の種類 ■肥料の種類・肥料名称

・生産者への周知、普及が課題であることから、注文書、
栽培暦等へ掲載し導入を図る。

・現在、品目別の銘柄設計及び試験を行っていることか
ら、今後エコループシリーズを導入してもらい、生産
コスト低減を図る。

・新たな地域資源の活用を検討。

■今後の課題・取組

・堆肥入り粒状複合肥料（BB肥料）
・エコループシリーズ
｢エコループ888｣、｢エコループ255｣、｢エコ
ループ200｣、「エコループ茶842」、「エコ
ループ飼料作555」

■取組の経緯・内容・成果（見込み）

エコループ888
⇒ 園芸全般
エコループ255、
エコループ200
⇒ 露地野菜等
エコループ茶842
⇒ 茶
エコループ飼料作
555⇒ 飼料作

■保証成分（％）・特徴等

肥料メーカー

資源供給者 肥料製造者 肥料利用者

取組の経緯
・JA宮崎経済連養豚実証農場から発生する豚ぷん堆肥（約26,000ｔ/年間）及び児湯養鶏農
業協同組合から発生する鶏ふん堆肥（約6,000ｔ/年間）の有効活用。

取組の内容
・宮崎県内で発生する堆肥を肥料メーカーがペレット・粒状化し、経済連の肥料供給センター
で配合・パッキングを行い製品化。

・鶏ふん堆肥入りペレットを約30％配合した園芸用汎用銘柄（エコループ888）、
豚ぷん堆肥入りペレットを約30％配合した葉菜類向けの２銘柄（エコループ255、エコ
ループ200）、豚ぷん堆肥入りペレットを約50%配合した茶向け銘柄（エコループ茶
842）、エコループ888を約1割、豚ぷん堆肥入りペレットを約1割配合した飼料作向け
銘柄（エコループ飼料作555）の計５銘柄を開発。

・宮崎県内13JA中9JAに供給し、昨年9月の供給開始から2023.6末時点で、約5,000袋を
供給。

成果（見込み）
・2022年秋肥の化学肥料同等銘柄の比べ供給価格を約75～85％に抑制。

肥料供給
センター

児湯養鶏
農業協同組合

鶏ふん堆肥

1-３ 家畜ふん堆肥を原料にした堆肥入り粒状複合肥料（BB肥料）
（JA宮崎経済連）

ペレット・粒状化

JA宮崎経済連
養豚実証農場

豚ぷん堆肥

豚ふん・鶏ぷん豚ふん・鶏ぷん BBBB 県内県内

配合・パッキング、
製品化

○ JA宮崎経済連は、県内の豚ぷん堆肥及び鶏ふん堆肥の有効活用のため、肥料メーカーと協同で低コス
トの堆肥入り粒状複合肥料（BB肥料）を開発し、2022年９月から発売開始。

2023年6月時点宮崎県

宮崎県内、
県内9JAの生産者

BMnMgKPN銘柄

－－３８８８888

0.20.5－５5.512255

0.20.5－101012200

－－１２４８茶842

－－－５５15飼料作555
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■主たる取組主体と肥料利用までの流れ

￥

・牛ふん、豚ふん、
鶏ふん堆肥

■作物

■国内資源の種類 ■肥料の種類・肥料名称

（課題）
・低コスト化
・農家への定着・普及

（取組）
・各作物に適した品目拡大、肥料効果の確認
・堆肥入り肥料の増産対策
・分離しないペレットの開発（粒径を小さく）
・配合率アップの検討

■今後の課題・取組

■取組の経緯・内容・成果（見込み）

■保証成分（％）・特徴等

取組の経緯
・2021年10月に「耕畜連携プロジェクト」を立ち上げ、耕種部門と畜産部門の連
携した取組を推進。この取組の一つとして、JA鹿児島県経済連では、畜産堆肥を
活用した低コスト肥料（堆肥と化学肥料を混合した肥料）の開発に着手。

・その後の国際情勢の変化を受け、化学肥料の原料価格が高騰していることから開発
を急ぎ、2022年７月１日から供給を開始。

取組の内容
・開発した低コスト肥料は、茶栽培向けの「ミドリッチ茶１号、２号」で、いずれも
堆肥ペレットを10％配合。１号は堆肥と窒素吸収を高める肥料を配合した機能的
な肥料で、20キロ袋で2022年秋肥の類似肥料と比べ価格を約15％抑制。２号は
堆肥と苦土石灰による土づくりを可能にした肥料で、同21％抑制。

・園芸用「アグリッチ」は、堆肥を30％配合し、窒素、リン酸、カリ、苦土石灰と
混ぜて粒状化。価格は同30％抑制。粒状化したことで散布が容易となり、作業負
担を軽減。現在、17銘柄のリッチシリーズを販売中。

・同経済連とJA全農みやぎは、堆肥ペレットと稲わらの広域流通の実証試験を2023
年２月から実施。

1-４ 混合ペレット肥料の製造、広域流通の実証
（JA鹿児島県経済連） 広域流通広域流通ペレット・BBペレット・BB家畜ふん家畜ふん

・指定混合肥料
・リッチシリーズ（17銘柄)
「ミドリッチ１号、２号」「アグリッチ」他

・茶
・園芸作物
など

○ ＪＡ鹿児島県経済連は、肥料メーカーと連携し、堆肥ペレット（牛ふん、豚ふん、鶏ふん）を原料
とした混合ペレット肥料（リッチシリーズ）を開発し、2022年７月から販売開始。また、同経済連と
JA全みやぎは、堆肥ペレットと稲わらの広域流通の実証試験を2023年２月から実施。

苦土KPN銘 柄

４１４8ミドリッチ１号

3.50.82.5８ミドリッチ２号

３８８８アグリッチ

肥料利用者資源供給者 肥料製造者

畜産農場
外部委託業者

製造委託
による

原料供給

県内13JA
農 家

（株）JA物流
かごしま

BB肥料工
場

JA鹿児島県経済
連

堆肥ペレット
センター

より高品質・低コストな堆肥
ペレット製造を行い肥料原料
として供給

県外JA、
農業者広域流通実

証

堆肥の不足する地域への広域流通実証

2023年6月時点鹿児島県

JA堆肥
センター
農場堆肥
センター
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■主たる取組主体と肥料利用までの流れ

￥

■作物

■国内資源の種類 ■肥料の種類・肥料名称

■今後の課題・取組

■取組の経緯・内容・成果（見込み）

■保証成分・特徴等

資源供給者 肥料製造者 肥料利用者

1-6 熊本県堆肥共励会大賞を2年連続受賞した堆肥入り複合肥料
（JA菊池、JA熊本経済連、片倉コープアグリ株式会社） 広域流通広域流通牛ふん牛ふん

2023年9月時点熊本県

○ JA菊池は、JA熊本経済連・片倉コープアグリ株式会社と協力して、JAグループの堆肥と有機質肥
料、化成肥料を混合したペレット状の堆肥入り複合肥料「エコぷらすシリーズ」を開発。

・堆肥入り複合肥料
・粒状・ペレット状
・エコぷらすシリーズ（4銘柄)
「エコぷらす843」「エコぷらす1211」他

牛ふん

堆肥含有量他KPN銘柄

約40%
苦土２％

348エコぷらす843

約25%
CDU入り

1112エコぷらす1211

約20%3812エコぷらす1283

約20%5514エコぷらす1455

・牛ふん
・ソイルファイン
・フェザーミール
・骨粉 等

・水稲、麦
・野菜（スイカ、
メロン、人参、
甘藷、アスパラ、
ゴボウ等）

・花き
・茶
・家庭菜園用

粒状・ペレット粒状・ペレット

有機質肥料
化成肥料

畜産農家
JA菊池
有機支援
センター

（ペレット堆
肥）

片倉コープ
アグリ
株式会社

JAグループ 生産者

JA熊本経済連
農研機構等

・主要な肥料利用者である農家のほか、
販売事業者への更なる周知
・散布面積の増加
・原料ペレット堆肥の製造期間及び
コストの縮減

・堆肥の県域を越えた流通体系の構築
及びマッチング

（熊本県以外はエコマスターシリーズ）

取組の経緯
・JA菊池は県内有数の畜産地帯であり、家畜ふん尿の処理が長年の課題となっており、
製造する堆肥の長期保存、広域流通、散布労力の低減に取り組むため、堆肥のペレット
化に着手。

・管内3か所の有機支援センター（堆肥センター）にて、効率的に堆肥化処理を進め、
ペレット堆肥を製造するとともに、他のJAとの連携を進め、広域流通体系を構築。

・開発したペレット堆肥は、「G.K.P（牛鶏混合完熟ペレット堆肥）」「G.P.（牛糞
完熟ペレット堆肥）」として販売を開始し、熊本県堆肥共励会で2年連続大賞を受賞
（令和3年度、令和4年度）。

・資材価格高騰により農家にとって厳しい経営環境が続いていることから、JA菊池産の
牛ふん堆肥に化成肥料を配合した複合肥料の開発に着手し、経営コストの低減及び
環境負荷の低減を目指す取組を推進。

取組の内容
・JA菊池、JA熊本経済連、片倉コープアグリ株式会社、農研機構等が協力して開発に着手。
・農業者がより利用しやすい形状とするため、ペレット状の肥料「エコぷらすシリーズ」を
開発し、令和5年5月に4銘柄を
販売開始。

・春大玉スイカを用いた栽培実証では、慣行栽培と比較し、施肥コストは1～2割/10a
程度削減。

堆肥入り複合
肥料を製造、
ペレット化
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■主たる取組主体と肥料利用までの流れ

￥
■作物

■国内資源の種類 ■肥料の種類・肥料名称

■今後の課題・取組

・牛ふん、豚ふん堆肥
・下水汚泥再生リン

・指定混合肥料
・粒状ペレット（短）
・e･greenシリーズ（４銘柄)
○e･green8-8-8,7-7-7,14-5-5,12-14-10

■取組の経緯・内容・成果（見込み）

・e･greenの肥効の検証・栽培データの蓄積。

・ペレット肥料の更なる普及を後押しする技術開発。

・地域堆肥センターにある余剰分堆肥を、広域の堆肥セン
ターに集約する取組。

・地域の新規未利用資源（焼酎粕やコーヒー粕等）の利用。

・麦
・大豆
・野菜

など

広域流通広域流通

■保証成分（％）・特徴等

ペレットペレット

農家
大日本産肥
株式会社

（福岡県北九州市）

資源供給者 肥料製造者 肥料利用者

ＪＡ全農ふくれん

取組の経緯
・2021年、JAふくおか八女産堆肥を40％使用した指定混合肥料（ペレットタイ
プ）を開発し、販売を開始。

・一方、福岡市では、博多湾の富栄養化の原因であるリンの処理対策として、MAP
設備で回収したリンの有効活用が課題。

・2022年、福岡市よりJA全農ふくれんに当該回収リンの肥料への活用について提案
があり、肥料製造メーカーと協力して、JAふくおか八女の堆肥入りペレットを原
型に、県内JAで生産される堆肥と回収（再生）リンを混合した新たな有機質配合
肥料（e･greenシリーズ）を開発。

取組の内容
・ＪＡが関係する堆肥センターでは慢性的な余剰堆肥があり、ＪＡふくおか八女での
取組を拡大して、再生リンと融合した肥料の銘柄化を検討。

・県内家畜由来の堆肥と福岡市の下水汚泥由来の再生リンを原料とする有機質配合肥
料の活用、その肥料を用いて生産した農産物を消費者に届け、そこから再びリン
回収・堆肥化という県内資源循環型農業を構想して事業化。

・2022年８月、JA全農ふくれん本部長と福岡市道路下水道局長にて、一体となり普
及に取り組むことを発信。

ＪＡ
グループ
福岡

２-10 下水汚泥からの再生リンを原料にした混合堆肥肥料
（ＪＡ全農ふくれん）

共同開発

再生リン入り指定混合
堆肥肥料をペレット化

福岡市
道路下水道局

下水汚泥下水汚泥

再生リン

堆肥

県内ＪＡ
堆肥センター

2023年6月時点福岡県

○ ＪＡ全農ふくれんは、県内JAで生産される堆肥と福岡市の下水汚泥回収（再生）リンを混合した
ペレットタイプの新たな指定混合肥料（e･greenシリーズ）を開発し、2022年９月から販売開始。

堆肥苦土KPNe･green

豚ふん-8888-8-8

牛ふん-7777-7-7

豚ふん・牛
ふん

-551414-5-5

豚ふん・牛
ふん

210141212-14-10
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■主たる取組主体と肥料利用までの流れ

￥

下水汚泥

■作物

脱水汚泥に廃白土、YM菌、食品会社の発酵副
産物（P菌体）等を添加し、品質向上！におい
軽減！

C/N比ケイ酸KPN

４7.9％
0.5％
未満

4.5％2.9％

■国内資源の種類 ■肥料の種類・肥料名称

・普及展開には下水汚泥肥料のイメージアップ
が必要。

■今後の課題・取組

・汚泥発酵肥料
「かんとりースーパー佐賀」

■取組の経緯・内容・成果（見込み）

園芸作物

■保証成分・特徴等

佐賀市内
農家など

堆肥化施設
（下水浄化センター

内）

資源供給者 肥料製造者 肥料利用者

【取組の経緯】
・余剰汚泥を焼却処分していたが、焼却施設の老朽化にあたり、環境面とコスト面
の両立を目指すため、下水汚泥の肥料化施設に転用。

【取組の内容】
・NPO法人等と共催で農業勉強会を開催し、下水汚泥肥料の有効性を農業者や
市民に説明。

・イオン九州で開催された「佐賀うまいものフェア」に下水汚泥肥料で栽培され
た作物を出店。

・下水汚泥肥料を活用した農作物を｢じゅんかん育ちin佐賀｣としてブランド化。

【取組の成果】
・レタスでの栽培比較試験では、化学肥料区と比較して、可食部のみならず、根部
も顕著に大きくなった。

・汚泥肥料を使用したアスパラ農家では、土づくり・病害虫防除にかかる経費を
88％削減。

食品会社

2-16 下水汚泥を活用した汚泥発酵肥料 （佐賀県佐賀市）

〇 佐賀市（下水浄化センター）は、下水処理の工程で発生した汚泥に廃白土、超高温好気性細菌群
（YM菌）、食品会社の発酵副産物（P菌体）等を添加し、汚泥発酵肥料「かんとりースーパー佐賀」を
製造、２円/㎏で販売。

廃白土、YM菌、発酵
副産物等を添加、
90℃以上の高温発酵
を繰り返し、肥料化

佐賀市
（下水浄化センター）

県内県内

2023年９月時
点下水汚泥下水汚泥 固形固形

下水汚
泥

発酵副産物（P菌体）

イオン九州販売風景肥料受取所の様子

佐賀県佐賀市

（R4年度平均値）
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■主たる取組主体と肥料利用までの流れ

￥

下水汚泥
（脱水汚泥）

■作物

■国内資源の種類■肥料の種類・肥料名称

■今後の課題・取組

■取組の経緯・内容・成果（見込み）

園芸作物
（トマト、ナス、
キュウリ、ミニカボ
チャ、サツマイモ、
ジャガイモ、ダイコ
ン、ハクサイなど）

■主成分の含有量(%)、特徴等

鹿児島県内
農家など

下水汚泥堆肥化場

資源供給者 肥料製造者 肥料利用者

取組の経緯
・昭和45年頃、下水汚泥を資源として再利用する循環型の処分形態として堆肥化
を検討。
・昭和50年度及び51年度にかけて、酵素発酵、オガクズ添加、無添加方式の堆肥
化実験を行い、脱水汚泥のpHが高くても十分に発酵し、堆肥化量を増大させない
無添加の好気性発酵による現在の堆肥化方式を採用。昭和56年から下水汚泥堆肥
化場を稼働。

取組の内容・成果
・下水汚泥堆肥化場に運び込まれた脱水汚泥は、約40日間好気性菌で発酵。その
過程で、温度が70～80℃まで上昇することにより、病原菌や雑草の種子などは
完全に死滅し、取扱いやすい堆肥となり『サツマソイル』の製品名で販売。

・サツマソイルの年間取扱量は約10,000トンで、その大半の約9,800トンを大口
需要者に販売し、残りの200トンを一般購入者への販売やイベント会場での試供
品の無償配布等に使用。

2-22 下水汚泥を好気性菌により発酵させた有機質肥料の製造
（鹿児島市水道局）

〇 鹿児島市水道局は、下水汚泥の工程で発生した脱水汚泥を好気性菌で発酵し、汚泥発酵
肥料「サツマソイル」を製造。

鹿児島市
下水処理場
南部処理場、
谷山処理場

下水汚泥下水汚泥 固形固形 県内県内

C/N比石灰KPN

86.6%0.2%3.7%3.3%

・イベント会場での無料配布による市民へのＰＲと利用促進
・農業法人関係等への販路拡大
・サツマソイルのペレット化
・下水汚泥肥料のイメージアップ（菌体りん酸肥料登録への
検討）

サツマソイルを使って作った
カボチャと桜島

（製品の種類）
・１種製品：目幅10㎜のスクリーンでふるい分けしたもの
・２種製品：ふるい分けしないもの

※重金属含有量については、許容値が設定されている６つの項目につ
いて最大でも許容値の11.8％（カドミウム）と低濃度であり、安心し
て利用できる。定期的に分析しHPで公表。

下水汚泥
（脱水）

大口需要
者に販売

下水汚泥（脱水）の年間
発生量は約４万トン 大口需要者は、普通肥料製造者が大部分

であり、それぞれの原料にサツマソイル
を発酵促進助材、水分調整材、pH調整
材として混合し、新しい普通肥料の生産
に利用。

年間約１万トンのサツマソイルを
生産

2023年11月時点鹿児島県鹿児島市

・汚泥発酵肥料（普通肥料）
「サツマソイル」
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■主たる取組主体と肥料利用までの流れ

￥

・生ゴミ
・竹チップ
・糖液

■作物

■国内資源の種類 ■肥料の種類・肥料名称

・よかんどを通じ、食品残渣から堆肥製造まで
の過程を知ってもらい、循環型社会に向けた
取組を今以上に展開。

■今後の取組

特殊肥料（堆肥）
よかんど
届出番号 鹿児島肥生 第196号

■取組の経緯・内容・成果（見込み）

・野菜
・果樹
・茶など

■保証成分・特徴等

農家
よかんどクラブ
（約20農家）

資源供給者 肥料製造者 肥料利用者

取組の経緯
・産業廃棄物及び一般廃棄物、また、店舗や事業所からの廃棄物など様々な廃棄物を回
収し、再資源化する創業108年を迎えた会社。

・コンビニやスーパーなどから排出される食品ロスの多さに着目し、焼却処分せずに有
効活用する方法として堆肥化の研究を促進。

・環境保全に役立つシステムを広い範囲で活用するべく「可燃ごみ焼却施設の負担軽減
およびリサイクル率を向上させる事業」として、日置市に提案し採用され、 業務委託
契約を締結。

取組の内容
・「よかんどシステム」（自治体と連携して食品残渣から野菜を作る持続可能なシステ
ム）は、循環型で環境に優しく持続可能な開発目標(SDGs)に沿った取組として、食
品残渣の回収などを含め、鹿児島県日置市の自治体と共同で推進。

成果（見込み）
・食品残渣を焼却処理せず堆肥化したことにより年間350トンものCO2排出削減を達成。
・有機JASで使用可能な資材であることから、農家が安心して使用可能。

3-12 食品残渣や竹チップを原料にした堆肥
（株式会社丸山喜之助商店）

〇株式会社丸山喜之助商店は、鹿児島県日置市内で発生した食品残渣、竹チップ及び糖液を
原料とした堆肥「よかんど（良かん土）」を製造。 ※「よかんど」とは鹿児島弁で「良いですよ」という意味。

生ゴミを堆肥化

一般家庭、飲食店、
コンビニ、 企業、
給食センターなど

2023年９月時点

有機JAS別表１適合資材
登録番号 JASOM-22405

日置市と連携し、
食品残渣（生ゴミ）
を収集

鹿児島県日置市

市内市内食品残渣食品残渣

食品残渣

竹チップ（日置市）、
糖液※

固形固形

Ｃ/Ｎ比ＫＰＮ

101.71.52.5

・よかんどを使用した農産物の販売

（株）丸山喜之助商店
（日置市）

（株）丸山喜之助商店
が「よかんど」を継続
利用する日置市内の農
家を「よかんどクラ
ブ」（契約農家）の会
員として認定

※日置市内の放置竹林等の竹チッ
ブと、発酵促進のため糖液を食品
残渣に混ぜ込む

・「よかんど」の商品パンフ
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■主たる取組主体と肥料利用までの流れ

￥

■作物

■国内資源の種類 ■肥料の種類・肥料名称

■今後の課題・取組

■取組の経緯・内容・成果（見込み）

■主成分の含有量(%)、特徴等

資源供給者 肥料製造者・肥料利用者

取組の経緯
・大分県への新規参入で有機農業の取組を始める際、有機資材を確保
するため行政機関へ相談。地元酒造メーカーから出る生ヘコの存在
を知り、循環型農業として地域資源の利用による堆肥づくりを開始。

取組の内容
・酒造メーカーの焼酎製造時に発生する副産物で、
大麦固形分の繊維質残渣である生ヘコを主原料
に、他の地域資源も利用。地域資源循環に意識
の高い畜産農家から牛ふんや鶏ふんを受け入れ
るほか、地域内のおからや草木なども混合し、
自社で堆肥化。製造した肥料は自社利用し、
資源循環型農業を実践。

成果
・当初の土壌は粘土質の赤土であり、排水性が悪く硬い土であったが、
暗きょ設置や定期的なサブソイラによる心土破砕
に加え、長年、生ヘコ堆肥を投入した結果、団粒
構造で根が張りやすく排水性の良い、微生物の豊
かな土に変化。

・作付け当初は植付けに対し２割程度の収量だった
が、現状では9割程度と、収量が大きく向上。

3-15 焼酎かす等を利用した堆肥づくり
（株式会社安心院オーガニックファーム）

〇安心院オーガニックファームは、同一地域内に所在する酒造メーカーの焼酎副産物である
焼酎かす（生ヘコ）を主原料とし、地域の未利用資源を自社で堆肥化、自社利用。

県内県内

2023年11月時点

・焼酎かす（生ヘコ）
※主原料

・牛ふん ・鶏ふん
・おから ・草木 等

・ベビーリーフ
・パクチー 等
葉物野菜（有機栽培）
の周年栽培

酒造メーカー
（大分県宇佐市）

畜産農家
（同一地域内）

おから・草木等
（同一地域内）

生ヘコ

90日～150日熟成。
圃場に年２回投入。
原料合計350㌧～400㌧／年

・堆肥化の原料の混合や切り替えしについて、自身の経験に基づき実
施しているが、堆肥化製造の後継者への技術継承が課題。

・有機堆肥等の原料確保が重要であり、地域内で利用できる堆肥や未
利用資源の情報収集を継続。

・生ヘコは植物由来の原料であるため、
肥料成分は少ないが、散布により微生
物が増え良質な土壌に変化

・生ヘコ堆肥は、地力向上
目的の土壌改良剤として
の役割

焼酎製造時に発生する副産物で大
麦固形分の繊維質残渣である生ヘ
コを主原料とした自社製造堆肥
（通称：生ヘコ堆肥）

地域資源地域資源食品残渣食品残渣

大分県宇佐市

㈱安心院オーガニックファーム
（大分県宇佐市）

※担当責任者：平子直行代表取締役

安心院オーガニックファーム
の取り組む「資源循環型農
業」

※安心院オーガニックファームHPよ
り
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■主たる取組主体と肥料利用までの流れ

￥
■作物

■国内資源の種類■肥料の種類・肥料名称

■今後の課題・取組

■取組の経緯・内容

■主成分の含有量（％）

資源供給者 肥料製造者 肥料利用者

取組の経緯
熊本県阿蘇地方は、広大な原野を有し、古くから野草を刈りとることにより、草原を維持し野草の

利用は地域内資源循環・農耕維持に不可欠。草原の野草（主にススキやネザサ等）を刈り取り、ロー
ル状または堆積して野外で半年～１年以上熟成させた野草堆肥、これらを牛ふんと混合して堆肥化し
た野草牛ふん堆肥を主に農家が製造し田畑に使用してきた。近年、牧野組合の減少により管理された
原野（野焼き）が減少していることから、阿蘇地方の草原のを維持、地域内資源循環体制を再構築が
課題。

取組の内容
農事組合法人草原再生オペレーター組合（事務局NPO法人九州バイオマスフォーラム）が中心と

なり、野草堆肥の優良事例紹介・利用マニュアルの整備等野草の堆肥化・利用の推進を図っている。
また、野草堆肥・野草牛ふん堆肥利用による効果についても、科学的根拠（善玉菌の存在）が明らか
になりつつある。

＜野草堆肥の効果等＞
・原料であるススキは、ケイ素を多く含んでおり、茎や葉を丈夫にする。
・繊維質が多く土壌が団粒構造となり、排水性・保水性・通気性が良くなる。
・窒素成分が他の堆肥に比べても少なく、排水性もよくなることから、農作物に適度なストレスがか
かり食味向上が期待できる。

3-16 野草堆肥・野草牛ふん堆肥による地域内資源循環・農耕維持の取組
（農事組合法人草原再生オペレーター組合（事務局NPO法人九州バイオマスフォーラム））

2023年11月時点

牛ふん等牛ふん等 県内県内野草野草

○ 農事組合法人草原再生オペレーター組合（事務局NPO法人九州バイオマスフォーラム）は、熊本県阿蘇地
方の広大な原野にある野草（ススキ等）を堆肥原料としての活用を推進。野草のまま発酵させ堆肥化、牛ふ
ん等と混合して堆肥化するなど利用者の状況に応じて活用され、地域内資源循環・農耕維持に貢献。

・野草
・牛ふん
・鶏ふん
・米ぬか など

【一般販売されている野草牛ふん堆肥の例】

○「高森オーガニック」「風まる」
（阿蘇高森オーガニック・アグリセンター）
1年刈り干しした野草と牛ふん・鶏ふんを混合して
堆肥化。野草は全体の３割。

￥ 石灰苦土KPN

1.850.771.390.981.03

○「阿蘇市高品質堆肥製造施設」の場合￥

・トマト
・アスパラガス
・花卉
・ショウガ など

多様な作物に利用

畜産農家
（牛ふん・鶏ふ
ん・敷料 など）

牧野組合・草原再生
オペレーター組合など

（野草）

農事組合法人草原再生オペレーター組合
（事務局NPO法人九州バイオマスフォーラム） （野草堆肥の推進・コーディネート など）

「阿蘇市高品質堆肥製造施設」
「阿蘇高森オーガニック・アグリセンター」

など
耕種農家

野草堆肥を自ら製造する畜産農家や耕種農家

米ぬか など

• 野草堆肥を含め、阿蘇の草原がもたらす
恵みである「野草」の良さを多くの農家
に知っていただき、広域的な取組に繋げ
てく必要。

• 野草堆肥が利用されている農産品のブラ
ンド化（世界農業遺産・草原再生）。

• 野草堆肥に不可欠な野焼きの安全性を高
めるため、未利用草地の多い牧野に協力
を呼びかけ、採草面積を拡大し、生産量
拡大と効率化を推進。

○「野草堆肥」（阿蘇市高品質堆肥製造施設）
乳牛糞と阿蘇の野草を使って生産した上質の堆肥。
水稲から施設園芸まで幅広く使用されている。
平成１９年度熊本県堆肥共励会で上位入賞した。

熊本県阿蘇市

野草の収穫作業

野草ロール
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九州地域国内肥料資源利用拡大ネットワーク

【開設の背景とねらい】

・「食料・農業・農村政策の新たな展開方向（R5.6）」において、生産資材の確保・安定供給のため、化学肥料から堆肥等代替資源への転換、堆肥の広域
流通の促進が位置づけられたほか、「みどりの食料システム戦略」の化学肥料低減ＫＰＩ達成に向けても、代替資源の活用は有効。

・現在、肥料の国産化に向けて、堆肥等の国内資源の肥料利用を推進するため、ソフト・ハード両面を国内肥料資源利用拡大対策事業で支援中。(R5補正にも計上)

・さらに、 9月に熊本県内でマッチングフォーラムを開催し、知見提供、機運醸成、マッチングのきっかけづくりを推進。（600名以上の参加により盛況）

・今般のマッチングフォーラムで盛り上がった機運を途絶えさせないよう、標記ネットワークをＷＥＢ上に開設し、有益情報や新たな知見の提供、関係者間

の情報共有を地道ながら継続的に行うことにより、関係者間のマッチングを効果的に進めることで、代替資源への転換、堆肥の広域流通の促進に繋げて行く。

国内肥料資源の利用拡大に向けた
マッチングフォーラムin九州

（R5.9.20）

【運営内容】

・混合堆肥複合肥料生産の講演

・取組事例発表

・肥料メーカー、ＪＡ、原料提供者、

販売者、行政等参加

九州地域国内資源利用拡大ネットワーク（R6.2.1開設） 代替資源への転換

県を超えた九州内堆肥流通
【対象者】

肥料原料提供者、肥料メーカー、肥料利用者、営農指導者、自治体、試験研究

機関等（農政局HPで会員登録）

【事務局】

生産技術環境課

【主な活動内容】

・肥料に関連する有益情報の提供

（技術情報、事業情報、施策の動き、堆肥供給情報等）

・勉強会・セミナー等の開催

（高品質堆肥やペレットの製造技術、利用メリット等の知見共有）

・肥料法に関する情報提供 など

高品質堆肥の生産・利用、

関係者間の効果的なマッチングに

より、

代替資源への転換、

県を超えた九州内堆肥流通が進む
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会員登録はこちら→


